
農商工連携人材育成塾が開講

農商工連携人材育成塾が10月16日に塾生30人で開

講した｡同事業は､地域活性化の方策として農商工

連携-の期待が高いことから､農商工連携を推進す

る人材を育成することを目的に当会が関係機関の協

力を得て実施するもの｡

開講期間は来年1月までで､ 12日間の講義研修と

4日間の実地研修を予定している｡

講義研修として､農林漁業の動向と課題､施策概

要､食品衛生･表示､環境対策､中小企業経営､

IT化への対応､マーケテイング､ブランド戦略な

どについて学ぶ｡実地研修として､特色ある農法･

特産物活用販路開拓研究､育林作業･木材の付加価

値向上と需要拡大研究､資源管理型漁業の研究､農

商工連携事業計画認定企業の視察を実施する｡

建設業者を対象に｢エコアクション21｣説明会

中央会はこのほど､建設業者を対象に｢エコアク

ション21普及促進説明会｣を水戸市内で開いた｡

『エコアクション21』は､中小企業を始めとする

事業者が､環境省の策定した｢エコアクション21ガ

イドライン｣に基づいて環境に配慮した経営に取り

組み､この取り組みがガイドラインの要求事項を満

たしていると審査機関が認定したときに､ ｢エコア

クション21認証･登録企業｣として登録できる制度｡

説明会には建設業者や建設業関連団体から60人が

出席｡最初にエコアクション21審査人の檎山功氏が

｢エコアクション21の概要｣を解説し､中央会の担

当者からも｢エコアクション21の取組手順と認証登

録までの手続き｣を説明した｡

水戸市内で下請代金法トップセミナー

全EE]中央会

全国中央会の｢下請代金法トップセミナー｣が水

戸市内で開かれ､経営者ら100人が受講した｡

依然として支払代金の遅延､支払代金の減額など

の違反行為が見受けられることから､国でも経済成

長を下支えする中小企業の経営基盤向上や､親事業

者と下請け事業者の望ましい取引のあり方を目的と

して｢下請ガイドライン｣を策定するなど､下請け

取引の適正化に力を注いでいる｡

講師の後藤直樹弁護士が､書面の交付義務など親

事業者が果たすべき4項目の義務､下請代金の支払

い遅延禁止や返品の禁止など､親事業者に課せられ

た11項目の禁止事項について説明した｡

水戸市で第46回全国林材業労働災害防止大会

林業･木材製造業労働災害防止協会

第46回全国林材業労働災害防止大会が10月1日に

水戸市の県民文化センターで開かれ､全国各地から

約1,200人が参加した｡大会は､全国の林業関係者

が一堂に会して､労働安全衛生意識の高揚を図り､

労働災害の絶滅-の決意を新たにすることを目的

に､昭和39年から毎年開かれている｡

労働災害の防止に貢献した事業所と個人への表彰

や労働安全衛生についての講演のほか､美和木材協

同組合の野口隆氏による｢高性能林業機械の積極導

入とリスクアセスメントの定着によりゼロ災害を目

指す｣と題する体験･事例の発表や､茨城県木材青

壮年協会の大崎勝也会長による労働災害撲滅に向け

た取り組みを誓う｢大会宣言｣などがあった｡


